
イベントなどへの参加の際は手洗いやマスク着用などにご協力をお願いします

令
和
３
年
度 

市
・
府
民
税
（
個
人
住
民
税
）

主
な
改
正
点

■
給
与
所
得
控
除
・
公
的
年
金
等
控

除
か
ら
基
礎
控
除
へ
の
振
替

　

働
き
方
の
多
様
化
を
踏
ま
え
、
働

き
方
改
革
を
後
押
し
す
る
な
ど
の
観

点
か
ら
、
特
定
の
収
入
が
あ
る
人
に

の
み
適
用
さ
れ
る
給
与
所
得
控
除
お

よ
び
公
的
年
金
等
控
除
の
控
除
額
を

10
万
円
引
き
下
げ
、
ど
な
た
に
も
適

用
さ
れ
る
基
礎
控
除
の
控
除
額
が

10
万
円
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

 　

税問
合
先　

税
務
課

■
給
与
所
得
控
除
の
見
直
し

　

給
与
所
得
控
除
額
が
一
律
10
万
円

引
き
下
げ
ら
れ
、
給
与
所
得
控
除
の

上
限
額
が
適
用
さ
れ
る
給
与
等
の
収

入
金
額
が
８
５
０
万
円
、
そ
の
上
限

額
が
１
９
５
万
円
に
そ
れ
ぞ
れ
引
き

下
げ
ら
れ
ま
す
。

■
公
的
年
金
等
控
除
の
見
直
し

　

公
的
年
金
等
控
除
額
が
一
律
10
万

円
引
下
げ
ら
れ
、
公
的
年
金
等
収
入

金
額
が
１
，
０
０
０
万
円
を
超
え
る

場
合
の
公
的
年
金
等
控
除
に
つ
い

て
、
１
９
５
万
５
千
円
が
上
限
と
さ

れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
公
的
年
金
等
に
係
る
雑
所

得
以
外
の
所
得
に
係
る
合
計
所
得
金

額
が
、
１
，
０
０
０
万
円
を
超
え

２
，
０
０
０
万
円
以
下
で
あ
る
場

合
に
は
さ
ら
に
一
律
10
万
円
、
２
，

０
０
０
万
円
を
超
え
る
場
合
は
、
さ

ら
に
一
律
20
万
円
を
見
直
し
後
の
公

的
年
金
等
控
除
額
か
ら
引
き
下
げ
ら

れ
ま
す
。

■
基
礎
控
除
の
見
直
し

　

基
礎
控
除
額
が
一
律
10
万
円
引
き

上
げ
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
前
年
の
合

計
所
得
金
額
が
２
，
４
０
０
万
円
を

超
え
る
人
に
つ
い
て
は
、
そ
の
合
計

所
得
金
額
に
応
じ
て
段
階
的
に
控
除

額
が
減
少
し
、
前
年
の
合
計
所
得
金

額
が
２
，
５
０
０
万
円
を
超
え
る
人

は
、
基
礎
控
除
が
適
用
で
き
な
い
こ

と
と
さ
れ
ま
し
た
。

■
所
得
金
額
調
整
控
除
の
創
設

　

給
与
所
得
控
除
の
上
限
額
が
適

用
さ
れ
る
給
与
等
の
収
入
金
額

が
８
５
０
万
円
に
引
き
下
げ
ら
れ

た
た
め
、
給
与
等
の
収
入
金
額
が

８
５
０
万
円
を
超
え
る
人
は
増
税
と

な
り
ま
す
が
、
子
育
て
や
介
護
な
ど

の
負
担
が
あ
る
人
は
、
負
担
が
増
加

し
な
い
よ
う
措
置
さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
給
与
所
得
、
年
金
所
得
の

両
方
を
有
す
る
人
は
、
給
与
所
得
控

除
額
お
よ
び
公
的
年
金
等
控
除
額
の

両
方
が
10
万
円
ず
つ
引
き
下
げ
ら
れ

る
こ
と
か
ら
、
負
担
が
増
加
し
な
い

よ
う
措
置
さ
れ
ま
し
た
。

■
調
整
控
除
の
見
直
し

　

前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
２
，

５
０
０
万
円
を
超
え
る
人
は
、
調
整

控
除
が
適
用
で
き
な
い
こ
と
と
さ
れ

ま
し
た
。

■
ひ
と
り
親
控
除
の
創
設
お
よ
び
寡

婦
（
寡
夫
）
控
除
の
見
直
し

　

婚
姻
歴
の
有
無
や
性
別
に
か
か
わ

ら
ず
、
生
計
を
一
に
す
る
子
（
前
年

の
総
所
得
金
額
等
が
48
万
円
以
下
）

を
有
す
る
単
身
の
人
で
、
前
年
の
合

計
所
得
金
額
が
５
０
０
万
円
以
下
で

あ
る
人
は
、
ひ
と
り
親
控
除
（
30
万

円
）
の
適
用
を
受
け
ら
れ
る
こ
と
と

さ
れ
ま
し
た
。

　

ひ
と
り
親
に
該
当
し
な
い
寡
婦
の

人
は
、
引
き
続
き
寡
婦
控
除
（
26
万

円
）
を
適
用
す
る
こ
と
と
し
、
子
以

外
の
扶
養
親
族
を
持
つ
寡
婦
の
人
に

つ
い
て
も
所
得
制
限
（
前
年
の
合
計

所
得
金
額
が
５
０
０
万
円
以
下
）
が

設
け
ら
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が

１
３
５
万
円
以
下
の
ひ
と
り
親
を
個

人
住
民
税
の
非
課
税
措
置
の
対
象
と

す
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

※
ひ
と
り
親
控
除
、
寡
婦
控
除
の
い

ず
れ
に
つ
い
て
も
、
住
民
票
の
続
柄

に
「
夫
（
未
届
）」「
妻
（
未
届
）」

の
記
載
が
あ
る
場
合
に
は
、
控
除
の

対
象
外
と
す
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し

た
。ひ
と
り
親
控
除
の
創
設
に
伴
い
、

特
別
寡
婦
、
寡
夫
控
除
は
廃
止
と
な

り
ま
す
。（
ひ
と
り
親
控
除
に
集
約
）

■
所
得
控
除
の
適
用
要
件
お
よ
び
均

等
割
・
所
得
割
の
非
課
税
限
度
額
の

見
直
し

　

配
偶
者
控
除
・
配
偶
者
特
別
控
除

の
対
象
と
な
る
配
偶
者
、
扶
養
親
族

お
よ
び
勤
労
学
生
の
所
得
要
件
が
そ

れ
ぞ
れ
10
万
円
引
き
上
げ
ら
れ
ま

す
。
ま
た
、
均
等
割
・
所
得
割
の
非

課
税
を
判
定
す
る
所
得
要
件
が
10
万

円
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

■
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
適
用
要
件
の

弾
力
化

　

消
費
増
税
に
伴
う
対
応
と
し
て
、

消
費
税
率
10
％
が
適
用
さ
れ
る
住
宅

取
得
等
に
つ
い
て
、
令
和
元
年
10
月

1
日
か
ら
令
和
2
年
12
月
31
日
ま
で

に
居
住
の
用
に
供
し
た
場
合
に
、
住

宅
ロ
ー
ン
控
除
の
適
用
期
間
が
10
年

か
ら
13
年
に
延
長
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
に
よ
る
住
宅
建
設
工
事
の
遅

延
な
ど
へ
の
対
策
と
し
て
、
令
和
2

年
12
月
31
日
ま
で
に
居
住
開
始
で
き

な
か
っ
た
場
合
で
も
、
要
件
を
満
た

せ
ば
控
除
期
間
の
延
長
が
適
用
さ
れ

ま
す
。

■
中
止
イ
ベ
ン
ト
の
チ
ケ
ッ
ト
の
払

い
戻
し
を
受
け
な
い
場
合
の
寄
附
金

税
額
控
除
の
適
用

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

拡
大
防
止
の
た
め
、
政
府
の
自
粛
要

請
を
受
け
て
中
止
・
延
期
・
規
模
縮

小
さ
れ
た
文
化
芸
術
・
ス
ポ
ー
ツ
イ

ベ
ン
ト
に
つ
い
て
、
チ
ケ
ッ
ト
の
払

戻
し
を
受
け
な
い
（
放
棄
す
る
）
場

合
は
、
そ
の
金
額
分
を
「
寄
附
」
と

み
な
し
、
市
や
府
が
条
例
で
指
定
し

た
と
き
は
、
市
・
府
民
税
の
控
除
を

受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

※
市
で
は
、
文
部
科
学
大
臣
が
指
定

し
た
行
事
を
指
定
し
て
い
ま
す
。
税

制
改
正
な
ど
、
詳
し
く
は
市
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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イベントなどへの参加の際は手洗いやマスク着用などにご協力をお願いします

令
和
2
年
分 

所
得
税
な
ど
の
確
定
申
告

　

申
告
会
場
で
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
の
感
染
予
防
策
を
実
施

す
る
た
め
、
申
告
書
の
作
成
や
提
出

に
時
間
が
か
か
る
場
合
が
あ
り
ま

す
。
申
告
書
は
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
で
作
成
し
、e-Tax

送
信
し
て
い

た
だ
く
か
、
郵
送
に
よ
る
提
出
を
利

用
し
て
く
だ
さ
い
。

相
談
・
申
告
会
場
の
受
付　

2
月
16

日
㈫
〜
３
月
15
日
㈪（
閉
庁
日
除
く
。

相
談
受
付
は
午
後
4
時
ま
で
）

※
申
告
相
談
に
は
入
場
整
理
券
が
必

要
で
す
。
整
理
券
な
ど
の
配
布
方
法

に
つ
い
て
は
決
ま
り
次
第
、
国
税
庁

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
お
知
ら
せ
し
ま

す
。

注
意
事
項

●
整
理
券
な
ど
が
予
定
枚
数
に
達
し

た
場
合
は
、
早
期
に
相
談
受
付
を
終

了
し
ま
す
。

●
駐
車
場
は
大
変
混
雑
し
ま
す
の

で
、
車
で
の
来
場
は
で
き
る
だ
け
ご

遠
慮
く
だ
さ
い
。

●
３
密
を
避
け
る
た
め
、
建
物
の
外

で
長
時
間
お
待
ち
い
た
だ
く
場
合
が

あ
り
ま
す
。

●
感
染
拡
大
状
況
に
よ
り
、
開
設
期

間
な
ど
を
変
更
す
る
場
合
が
あ
り
ま

す
。
事
前
に
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

事業主のみなさんへ
給与支払報告書の提出、償却資産の申告、中小事業者等に
対する固定資産税等軽減措置の申告は2月1日まで

問合先　税務課
■給与支払報告書の提出　
事業主は従業員の住所地の市役所・町村役場へ給与支払報告書を提出してくだ
さい。この報告書の用紙は、税務署の法定調書などに同封して、昨年11月上
旬に事業主に送付していますので、総括表とあわせて1月末までに必ず提出し
てください。また、個人番号・法人番号の記載が必要になりますのでご注意く
ださい。この報告書の提出がない場合は、従業員がそれぞれ直接役所（場）に
「個人申告」をしなければなりません。
■償却資産の申告　
市内に事業用の償却資産を所有している人（法人または個人）は、毎年1月末
までに該当する資産を申告することになっています。令和2年1月2日以降に資
産の入れ替えや開業、廃業、個人から法人への資産の異動などがあった場合は、
特にご注意ください。また、本市では、固定資産税（償却資産）の実地調査を
行っています。申告書の提出の際は、申告内容の今一度の点検をお願いします。
■中小事業者などに対する固定資産税等軽減措置の申告　
新型コロナウイルス感染症の影響で、事業収入が減少した中小事業者等が所有
する償却資産および事業用家屋について、令和3年度課税分に限り事業収入の
減少割合に応じて固定資産税・都市計画税の軽減制度があります。該当する人
は申告してください。
※詳しくは、広報11月号または市のホームページをご覧ください。

■個人住民税は特別徴収で納めましょう！　
地方税法第321条の5の規定により、事業主は原則として、すべての従業員の
市・府民税（個人住民税）を給与から差し引いて納入（特別徴収）することが
義務づけられています。事業主のみなさんは法令に基づく適正な特別徴収の実
施をお願いします。

　給与支払報告書の提出および償却資産の申告等は、市税の電子申告（eLTAX
〔エルタックス〕）でも提出できますのでご利用ください。
　市税の電子申告について詳しくは市ホームページまたは地方税共同機構の
ホームページをご覧ください。

【
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
や
年
金
受
給
者
の

た
め
の
申
告
会
場
】

開
催
日　

2
月
2
日
㈫
〜
10
日
㈬

（
土
・
日
曜
日
除
く
） 

相
談
時
間　

午
前
10
時
〜
午
後
３
時

申
告
場
所　

イ
オ
ン
モ
ー
ル
り
ん
く

う
泉
南 

２
階
イ
オ
ン
ホ
ー
ル

整
理
券
配
布
場
所
・
時
間　

１
階
セ

ン
ト
ラ
ル
コ
ー
ト 

午
前
９
時
30
分

〜
10
時
（
先
着
順
）

※
申
告
書
の
作
成
・
相
談
を
希
望
す

る
人
は
「
１
階
セ
ン
ト
ラ
ル
コ
ー
ト

正
面
入
口
」
か
ら
順
に
並
ん
で
く
だ

さ
い
。

注
意
事
項　

●
申
告
相
談
に
は
入
場
整
理
券
が
必

要
で
す
。
整
理
券
が
予
定
枚
数
に
達

し
た
場
合
は
、
早
期
に
相
談
受
付
を

終
了
し
ま
す
。

●
会
場
の
混
雑
緩
和
の
た
め
、
申
告

書
な
ど
の
提
出
の
み
の
人
は
、
郵
送

で
の
提
出
ま
た
はe-Tax

に
よ
る
送

信
を
お
願
い
し
ま
す
。

●
感
染
拡
大
状
況
に
よ
り
、
会
場
開

設
を
中
止
す
る
場
合
や
時
間
な
ど
変

更
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

※
2
月
6
日
㈯
・
7
日
㈰
に
開
催
す

る
申
告
相
談
会
（
要
事
前
予
約
）
は
、

近
畿
税
理
士
会
泉
佐
野
支
部
が
主
催

す
る
も
の
で
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
や
年
金

受
給
者
の
人
だ
け
で
な
く
、
事
業
所

得
や
譲
渡
所
得
が
あ
る
人
や
資
産
の

贈
与
を
受
け
た
人
も
相
談
で
き
ま
す

が
、申
告
書
の
提
出
は
で
き
ま
せ
ん
。

※
詳
し
く
は
１
月
18
日
㈪
以
降
の
平

日
午
前
9
時
30
分
〜
午
後
3
時
に
近

畿
税
理
士
会
泉
佐
野
支
部
事
務
局

（
☎
４
６
８
・
８
０
６
８
）
ま
た
は
e

メ
ー
ル
：sanoshibu@
poem

.o
cn.ne.jp

で

問
合
先　

泉
佐
野
税
務
署
（
☎
４
６

２・
３
４
７
１
）
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